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福祉サービス第三者評価制度の概要 
（島根県健康福祉部地域福祉課） 

福祉サービス第三者評価とは‥

福祉サービスを提供する事業者のサービスの質について、公正・中立な第三者機関が客

観的かつ専門的な立場から評価する仕組みです。 

≪目的≫ 

(1)福祉サービスの質の向上～事業者が、評価を通じて課題を把握・共有し、サービス改善 

(2)利用者への情報提供～評価結果の公表により、利用者のサービス選択に資する 

≪評価のながれ≫ 

⑥結果の公表              

②評価契約

③評③評価実施

⑤報告        ④結果説明

         ④公表同意

≪これまでの経緯≫ 

 ○平成 12 年 4 月 社会福祉法改正（社会福祉基礎構造改革）「福祉サービスの質の評価」

〇平成 16 年 5 月 福祉サービス第三者評価に関する国の指針発出

〇平成 17 年 4 月 国の指針を受け、本県で事業開始（評価は 10 月から開始）

 〇平成 24 年 4 月 ※社会的養護関係施設の受審を義務づけ [３年に１回 ] 
(※児童養護施設､母子生活支援施設､乳児院､児童心理治療施設､児童自立支援施設) 

 ○平成 27 年 4 月 保育所の受審を努力義務化（平成 27 年度から５年間で全て受審を目標）

 ○平成 29 年 6 月 規制改革実施計画：介護サービス分野の第三者評価の改善

○平成 30 年 3 月 国指針改定 (ｻｰﾋﾞｽの質の向上とｻｰﾋﾞｽ選択の両者を踏まえた積極的な受審促進 )

厚労省から第三者評価の留意事項通知発出（高齢者分野、障がい分野）

→施設等利用者への重要事項説明に、「第三者評価の実施状況（実施の

有無、実施年月日、実施評価機関、評価結果の開示状況）」を追加

≪本県の状況≫ 

 〇評価対象サービス：介護サービスについて、広く対象とするよう県の要綱を改正 

○評価機関‥5 機関（評価料金～概ね 1 件当たり 30 万円程度） 

※島根県の第三者評価制度の詳細、評価結果は県のホームページに掲載していますので御

確認のうえ、今後の受審について御検討ください。 

 （島根県 HP） 

 ・島根県トップ > 医療・福祉 > 地域福祉 > 福祉サービス第三者評価 > しまねの福祉第三者評価 

http://www.pref.shimane.lg.jp/medical/fukushi/chiiki/service_hyouka/gaiyou.html 

 （その他の参考となる HP） 

・全国社会福祉協議会 福祉サービス第三者評価事業 

  http://shakyo-hyouka.net/social4/ 

①認証

島根県（推進主体）

制度の企画・運営

評価機関認証等

《推進委員会》

専門事項の審議

評価機関

評価実施

《評価調査者》

2 名以上

サービス事業者

評価受審

サービスの

継続的改善

サービス利用者・一般県民 (インターネット・文書で閲覧 )



選択

評価契約締結 ‥ 費用、評価実施方法、内容等を取り決め

↓

事前準備 ‥ スケジュール、事業所内周知等取組体制

↓

事業所自己評価 ‥ 事業所全体での議論を経て、課題等を共有

↓

利用者調査（アンケート等） ‥ 集約した利用者意見をフィードバックし活用

↓

訪問調査 ‥
↓

評価結果取りまとめ ‥
↓

事業所への説明・同意 ‥

↓

県への報告 　

↓

評価結果の公表 ‥ WAMNET,県HPで公表、事業所も独自に公表

評価基準

共通評価基準（45項目） ‥ 全サービスに共通の基準項目
＋

内容評価基準 ‥ 各事業種別の特性を踏まえた付加項目
＋

追加項目 ‥ 評価機関が独自に設定可能な項目

　　　　　　　福祉サービス第三者評価の標準的な流れ

複数調査員が訪問し、聴取、見学等により実情を
把握

収集した諸資料、情報に基づき合議により評価結
果取りまとめ、結果報告書を作成

説明会を開催し、評価結果を説明し、最終合意を
得る。併せて公表同意も。

福祉サービス事業 評価機関

【島根県　福祉サービス第三者評価　認証評価機関】　（H31.3.1現在）

評価機関名 電話番号 評価実施事業

㈲保健情報ｻｰﾋﾞｽ 683-0804 米子市米原2丁目7番7号 0859-37-6162 全分野

㈲ケアオフィス 697-0063 浜田市長浜町1435 0855-27-3187
高齢分野、社会的養護
関係施設を除く

㈱コスモブレイン 690-0015 松江市上乃木7丁目9-16 0852-27-7830
高齢分野、社会的養護
関係施設を除く

特定非営利活動法人
コミュニティ益田

699-3506 益田市西平原町552番地7 090-7898-2334
障がい分野、社会的養
護関係施設を除く

特定非営利活動法人
メイアイヘルプユー

141-0031
東京都品川区西五反田2-31-9
シーバード五反田４０１

03-3494-9033 全分野

所   在   地



島根県の福祉サービス第三者評価に関するQ＆A 

１．福祉サービス第三者評価とはどのようなものですか？ 

社会福祉事業を行う者が提供する福祉サービス等の質を、当事者以外の公正・中

立な第三者機関が、専門的かつ客観的な立場から評価するものです。 

２．誰が評価しますか？ 

実際の評価は、組織運営管理分野の経験者及び福祉、保健、医療分野の経験者各々

1 名以上で行います。この評価調査者として活動するためには、一定の資格、経験

に加え、県が実施する養成研修又はこれと同等の研修の修了が必要です。 

３．どのようなサービスが評価の対象となりますか？ 

原則として、全ての福祉サービスを対象とします。従来、介護サービスは限定的

でしたが、平成３０年から介護サービスも広く対象としました。 

４．どのようなことを評価しますか？ 

サービス提供の基本方針、経営理念など全サービス共通の評価項目に加え、種別

ごとのサービス提供の内容に関する項目を評価します。 

５．評価はどのようにして行いますか？ 

県の定める評価基準に従い、書面調査（事業者の自己評価や事業概要書等）、利用

者へのアンケート調査及び事業所を訪問しての調査により行います。 

６．評価は必ず受けなければなりませんか？ 

平成 24 年度から社会的養護関係施設については、3 年に 1 度の受審と評価公表

が義務化になりました。また、保育所については、平成 27 年度から向こう 5 年間

での受審が努力義務となりました。それ以外のサービスについては、任意となって

いますが、社会福祉法第７８条第１項で、福祉サービスの質の向上のための自己評

価等の実施が努力義務として規定されており、事業者の受審が望まれます。 

７．評価結果はどうなりますか？ 

平成 24 年度から社会的養護関係施設は公表が義務化となり、全国社会福祉協議

会ホームページで公表されています。それ以外の施設の結果については、受審した



事業者の同意を得て、結果を独立行政法人福祉医療機構が運営する「ワムネット」

で公表し、利用者が適切にサービス選択するための情報として活用されます。 

     また、過去５年間の公表結果については、県のホームページに掲載しています。 

   評価制度の趣旨から、原則公表が望まれますが、全部又は一部の公表を望まない

旨の申し出により、その範囲で非公表とし、当該部分に「事業者の申し出により公

表しない旨」を表記します。 

８．評価を受けるとどのような効果が期待できますか？ 

組織内部の効果と対外的な効果の両面から効果が期待できます。 

  《組織内部の効果》 

自らが提供するサービスの質について、課題や改善を要する点が明らかになり、

サービスの質の向上に向けた具体的な取組目標の設定が可能となります。また、

受審を通じて、職員自身の気づき、課題の共有及び改善への機運の醸成を図る 

効果が期待できます。 

《対外的な効果》 

第三者評価を受けることにより、利用者等からの信頼の獲得、向上が期待でき 

ます。また、事業者のサービスの質向上に向けた積極的な取組の姿勢をPRでき

ます。 

９．評価を受けるための費用はどうなりますか？ 

受審費用は事業者の負担となります。その額は評価機関が個別に定めていますが、

最終的には事業者と評価機関との契約で確定します。保育所については、平成 27

年度から、費用のうち15万円を公定価格の加算とすることができます。 

10．評価を受けてみたいのですが、まず、どうしたら良いでしょうか？ 

評価機関を選ぶことから始まります。本県の評価機関及び評価調査者の一覧は島

根県地域福祉課ホームページ内の「しまねの福祉サービス第三者評価」に掲載して

いますので、これをご覧の上、ご希望の評価機関から詳細に話を聞いてみてくださ

い。  



第三者評価を受審した事業者のご感想 

以下の感想は、第三者評価を受審した島根県内の施設のものです。 

第三者評価が義務化される以前より、毎年自己評価を行い、個人⇒職種別⇒評価

委員会⇒職員会議の手順で検討し、施設としての「強み」の一層の強化と「弱み」

の改善に努めてきてはいましたが、今回の第三者評価による当事者外からの評価

は、視点を変えた見方として参考になりました。家族への支援や就労支援、親と子

どもへの人格を尊重した支援の取組みが高く評価されたことは、施設の根幹にかか

わることであるだけに、職員にとっては励みとなります。

初めて第三者評価を受診し、施設運営に対する客観的な評価に接することができ

ました。評価結果につきましては真摯に受け止め、問題点を職員全員で共有し業務

運営の向上に努め、信頼される施設を目指したいと思います。

第三者評価の受審は、今回で3回目となります。前回の受審で明らかになった課

題等の克服のため、部内外での研修等に力を注いで参ったところです。今回での

取り組みで、それの克服について幾分かの前進が検証されたと考えています。 

受審のメリットとして、保育所全体で取り組むことによる、職員の資質向上と

職員間の報告・連絡・相談（ホウレンソウ）が一段と向上し、特に若い職員には

得るものが大変多かったと思います。 

また受審により、保育所の課題も明確になり、保護者の皆様にも、保育所の取

り組み姿勢を評価していただけるものと信じています。 

今後とも、地域の皆様、保護者の皆様のご理解とご協力を頂きながら、子育て

の拠点として、子どもの目線に立った保育を実施し、更に皆様から選ばれる保育

所となるよう努力してまいります。 



 この度第三者評価を受審することで、取り組まなければいけないことをあらた

めて確認することができました。そこまでは予想できていたのですが、自分たち

の強みを確認する機会にもなったことの意味は大きいと考えています。何をして

いるか、何が出来ているかは当然ですが、何よりも「どんな思いを持って保育を

行っているか」という点について力を入れて評価してもらえたことで、更に思い

を高めていこうという意欲を刺激されました。この意欲こそ、保育の質を高めて

いく原動力であり、保育者の主体的な活動に繋がっていくものと考えているの

で、本当にありがたく思っています。 

第三者に対して保育の重要性をいかに伝えるかは、保育者としての大きな課題

であるため、評価者に対して保育をどのような言葉を使って伝えるかを考えると

いう意味で、第三者評価を受審することの意義を感じています。少子化の今、そ

して社会のあり方を見直す必要のある今、社会全体で乳幼児教育をどう捉え取り

組んでいくかはますます重要になってきます。第三者評価が、単に運営面を評価

するだけでなく、その保育というものの価値を新たな角度から発信してくれるこ

とを期待しています。

今年度初めての第三者評価受審であった。開設以来の経過の中で、今までの実践

内容を検討する良い機会を得たと考えている。施設内での各スタッフの自己評価、

そして全体評価のすり合わせには、かなりの時間を要したが、改めて協議・検討

できたことは、有益だった。また入所児童アンケート結果から、９割以上の児童

が、「自分の気持ちや考えを話しやすい職員がいる」と評価していることを、真摯

に受け止め、今後の施設運営に生かしていきたいと考える。

理念に基づく事業計画や行動指針が職員に浸透していないことから、法人の理念

継承委員会でどう理念を具体化するか議論を続けています。来年度方針には理念の

見える化が一歩前進するよう準備を進めているところです。 

 職員間の風通しの悪さを変えていくため、個人面談や個別の育成計画、業務分掌

の明確化等について、重点的に取り組んでいきたいと考えています。



１．平成 31 年度各種届出の取り扱いについて

（１）介護給付費等算定に係る届出 

 届出時期と算定月の基本的な考え方 

   届出に係る加算等について、単位数が増えるものについては、届出が毎月 15日以前にされ

た場合には翌月から、16日以降になされた場合には翌々月から算定できます。 

（２）平成 31 年度福祉・介護職員処遇改善計画書 

原則の取り扱い 

   ４月から処遇改善加算を取得しようとする場合は、加算を取得する年度の前年度の２月末

日までに処遇改善計画書等を提出。 

平成 31 年４月の取り扱い 

   平成 31 年４月から処遇改善加算を取得しようとする場合は、平成 31 年４月 15 日（金）ま

でに処遇改善計画書等を提出してください。（全サービス共通） 

   ※平成 31 年４月より児童福祉法に基づく障害児通所支援の指定・報酬関連事務が中核市で

ある松江市に移譲されます。従って松江市内のみで障害児通所支援事業を運営する事業者

については計画書等の必要書類の提出先は松江市になりますので、ご留意願います（平成

30 年度処遇改善実績報告についても同様）

（３）福祉・介護職員等特定処遇改善加算（新加算） 

   具体的な取扱通知、届出様式、届出時期等については国から示された後周知します。 

（４）就労継続支援Ａ型・Ｂ型、就労移行支援、就労定着支援に係る基本報酬届出 

   平成 30 年度報酬改定により、過年度実績により基本報酬が区分される就労系サービスにつ

いては平均労働時間、平均工賃月額、就労定着者の割合、就労定着率を算出した結果、基

本報酬区分が変動する場合、基本報酬に係る届出が必要となります。この場合、平成 31年

４月 15 日（金）までに届出がなされた場合、４月サービス提供分から変更後の基本報酬区

分が適用されるものとします。過年度実績を算出した結果、基本報酬区分に変動がない場

合は届出書の提出は求めませんが、各事業者におかれては必ず実績を算出の上、届出の要

否をご判断願います。 

２．加算算定等に係る事業所台帳情報参照機能について

平成 30 年４月から電子請求受付システムに事業所台帳情報参照機能が追加されたことに伴い、

加算等の届出に係る受理通知書の発行はしないこととしました。各事業所の加算等の届出状況は

適宜電子請求受付システムからも確認できます。 

※事業所台帳参照機能については別紙参照

指定申請等に係る留意事項について



３．指定申請・報酬算定等に係る問い合わせについて

事業所指定や報酬算定等に関してのお問い合わせは照会の趣旨や内容等を正確に把握するため、

質問票に質問内容をご記入いただき、ＦＡＸにてご照会下さいますようお願いします。 

お問い合わせの際は事前に事業者ハンドブックや関係通知等をご確認いただき、その上で不明

な点がある場合にご照会下さいますよう、よろしくお願いします。 

質問票様式掲載 URL： 

http://www.pref.shimane.lg.jp/medical/fukushi/syougai/jigyousya/syoukai.html

４．その他

○年度替わりの人事異動等に伴う変更届の提出について

  管理者、サービス管理責任者等に変更があった場合等は、変更のあった日から 10 日以内に変

更届を提出する必要がありますのでご注意ください。 

○利用日数に係る特例の適用を受ける日中活動サービス等に係る届出について 

  対象期間を平成 30 年４月からとする場合、平成 30 年３月末日までに届出が必要となります

のでご注意ください。（※特例の内容については別紙参照） 

○障害福祉サービス等情報公表制度について 

  平成 30 年４月から利用者のより良いサービス選択に資するため、情報公表制度が運用開始さ

れました。情報の報告は事業者の義務となりますので、制度の趣旨をご理解いただき必要な

情報の報告をお願いいたします。 







島根県障がい福祉課 行（添書不要）  ＦＡＸ（０８５２）２２－６６８７ 

障がい福祉サービス等に関する質問票 

事 業 所 名

担 当 者 名 質 問 日 平成  年  月  日

電 話 番 号 （   ）  － ＦＡＸ番号 （   ）  －

サービス種別

（該当するものに

チェックを入れて

ください。）

《障害者総合支援法》 

 □居宅介護 □重度訪問介護 □同行援護 □行動援護 □療養介護

 □短期入所 □生活介護 □就労継続支援Ａ型 □就労継続支援Ｂ型

 □就労移行支援 □就労定着支援 □自立訓練（機能訓練）□自立訓練

（生活訓練） □自立生活援助 □施設入所支援 □共同生活援助 

□障害者支援施設 □一般相談支援（地域移行支援、地域定着支援） 

□計画相談支援

《児童福祉法》 

 □児童発達支援 □居宅訪問型児童発達支援 □放課後等デイサービス

□保育所等訪問支援 □福祉型障害児入所施設 □医療型障害児入所施

設 □障害児相談支援

《その他》 

 （                            ）

質 問 項 目

質 問 内 容

※質問は１枚につき１項目としてください。

















社 会 福 祉 施 設 等 施 設 整 備 事 業 費 補 助 金 について 

 １ 補助事業の概要 
○ 本事業は，国の「社会福祉施設等施設整備費国庫補助金」を活用し，社会福祉法人等が行う障害

福祉サービス事業所等の施設整備に要する経費の一部について，県の予算の範囲内で補助を行う
ものです。  

※ 松江市内に所在する施設等に係る整備については，松江市が補助事業の実施主体となります
ので，県による補助事業の対象にはなりません。（平成 30 年度整備分より）  

 

２ 補助対象事業者  
○ 社会福祉法人，医療法人，日本赤十字社，公益社団法人，一般社団法人，公益財団法人，一般財

団法人，特例民法法人，ＮＰＯ法人，営利法人等  
 

３ 補助対象施設  
○ 障害者総合支援法に基づく施設  

障害福祉サービス事業所（療養介護，生活介護，自立訓練，就労移行支援，就労継続支援）， 障
害者支援施設，短期入所事業所，共同生活援助事業所ほか  

○ 児童福祉法に基づく施設  
障害児通所支援（児童発達支援センター，児童発達支援事業所，放課後等デイサービス事業所，
保育所等訪問支援事業所、居宅訪問型児童発達支援事業所）、障害児入所施設 
＊別紙「対象施設」を参照 
 

４ 整備区分  
○ 創設（新たに施設を整備すること。）  
○ 増築（既存施設の現在定員の増員を図るための整備をすること。）  
○ 改築（既存施設の改築整備（一部改築及び耐震化等整備を含む）をすること。）  
○ 大規模修繕等（消防法令等の改正に伴い，新たに必要となる設備の整備を含む。）  
○ スプリンクラー設備等整備  
○ 老朽民間社会福祉施設整備  
○ 避難スペース整備（身体障害者社会参加支援施設，居宅介護及び相談支援を行う事業所を除く。）  

 

５ 補助率等  
○ 補助対象経費の３／４以内（国:１／２以内，県:１／４以内）  

総事業費 

（補助対象事業費） 
工事費又は工事請負費及び工事事務費 

（補助対象外経費） 

国補助金 県補助金 自己資金 

    
補助金 3/4 以内             自己資金 1/4 以上  

※ 但し，『補助対象経費の総額の３／４』と『国の定める補助基準額』を比較して，低い方の金額が補
助上限額となります。  

※ 補助上限額はあくまでも上限額ですので，必ずしも，この補助金額を約束するものではありません。  
 
 
 

 



６ 平成３２年度事業に係る今後のスケジュール（予定） 
平成 31 年 
      
  
      
 
平成 32 年 
            

4 月末 
 
７～8 月 
秋 
 
4 月 
4～5 月 
6～7 月頃 

事前協議書提出（県） 
 島根県トップページ＞組織別情報＞地域福祉課＞社会福祉法人・事業＞施設整備 

事業者ヒアリング（県） 
社会福祉施設等の整備に関する審査会 
国庫補助協議事業決定 
国庫補助協議書提出 
事業ヒアリング（国） 
国庫補助内示→着工可 
補助金交付申請書提出／交付決定 

 ＊上記スケジュールはあくまで目安です。 
【補助金額の考え方】 
 例:グループホームを新築（創設）する場合 

＊工事事務費は工事請負費の 2.6%に               ＊23,200 千円は、4～10 人の GH 本体の  
相当する額を上限に算定可能                   補助基準額（平成 30 年度） 

                                 付帯する機能によっては所定の加算あり 
例:大規模修繕等（スプリンクラー等設備のみ（設置面積 200 ㎡））の場合 

＊スプリンクラー等設備のみの場合、工事事務費は対象外 
※ 県及び国の予算の範囲内で補助事業を採択するため，国庫補助基準額よりも補助金額が低くなる場合もあります。  

※ 補助金により取得又は効用の増加した財産は，承認を受けないで，交付の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し

付け，取り壊し又は担保にしてはならないため，このような処分を検討する際は，早めに障がい福祉課まで，ご相談く

ださい。  

◎参考  

・「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」（平成２０年４月１７日付け社援発第 0417001 号） 

＝

＝＋

補助対象経費

工事請負費 工事事務費

A

25,000

実費

2,000

（A×2.6%）

650

＋ ＝
補助対象経費

35,910

補助金の額

19,237

BとCのいずれか

小さい方

3/4 ＝
19,237

（端数切捨）

対象経費の3/4

B

補助基本額

C

×

総額

27,000

補助対象経費

25,650

× 3/4 ＝

（単位：千円）

26,932 23,200

23,200

事業者負担額

7,763

13,800
（A×2.6%）

910

35,000

実費

2,000
＝

総額

37,000

補助対象経費

2,850

（単位：千円）

工事請負費 工事事務費 対象経費の3/4 補助基本額 補助金の額 事業者負担額

補助対象経費

4,500

A B C BとCのいずれか

小さい方

3,700

実費

200
＝

総額

3,900

200㎡

×

20.1

（㎡単価）

＝

4,020

＋ 2,775 2,775

× 3/4 ＝ 2,850

1,125

4,500

実費

200
＝

総額

4,700

＋ 対象外 ＝

対象外 ＝
補助対象経費

3,700
× 3/4 ＝

1,850





島根県障がい福祉従事者の専門性向上のための研修受講促進事業概要（案） 

１ 事業内容 

   県内の指定障害福祉サービス事業者等

に雇用される職員の専門性向上を図る

ため、該当事業者等が運営する指定障

害福祉サービス事業所等で直接処遇職

員として現に従事している職員（以下

「現任障がい福祉職員」という。）が

下記３に定める研修を受講する際に必

要となる代替職員の確保等に係る経費

を補助する。 

２ 補助対象事業者 

   県内に所在する障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害福祉サービス事業

者及び指定障害者支援施設を経営する

者、児童福祉法に基づく指定障害児通

所支援事業者、指定障害児入所施設を

経営する者。 

３ 対象となる研修

   県または県が認定した登録研修機関に

おいて実施する喀痰吸引等研修。

４ 対象費用 

次の（１）及び（２） 

（１）直接雇用する代替職員に係る給料（賃金）、手当及び社会保険料 

（２）労働派遣事業者から派遣をうける代替職員にかかる労働者派遣料 

なお、補助対象とする雇用期間は、現任職員が喀痰吸引等研修に派遣される日の全部が含まれるも

の。 

５ 対象職員 

   現任職員とする。 

６ 現任職員の研修派遣 

   ・代替職員は、現任職員の研修派遣にあたって該当現任職員を代替することを目的に新規に雇用さ

れ、又は労働者派遣事業者から新規に派遣される職員であること。 

・職員が研修を受講する日は勤務扱い（研修等、有給扱い）とすること。

   ・事業を行う年度末日までに研修を修了の上、県へ該当受講者に係る認定特定行為業務従事者認定証

の交付申請及び該当受講者が従事している事業所等に係る登録特定行為事業者の登録申請または登録

変更申請をすること。 

７ 補助率

   １０／１０ 

８ 補助基本額

   260,000 円 

９ 補助金交付申請の手続き

（１）補助金交付申請書の提出 

   本事業の実施希望者は、島根県障がい福祉従事者の専門性向上のための研修受講促進事業費補助金交

補助事業のスキーム 

島 根 県 

①
補
助
申
請

③
実
績
報
告

②
交
付
決
定

⑥
補
助
金
交
付

現任障がい

福祉従事者

指定障害福祉サービス事業者等

代替職員の新規雇用・派遣職員の依頼

研修の受講 

雇
用
契
約

給
与又は

派遣会社 

派
遣
依
頼

派
遣
料
支
払

代
替
職
員

の
派
遣

①直接雇用の場合 
②派遣職員を依頼した場合

④
完
了
検
査

交
付
額
決
定

⑤
請
求
書
提
出



付要綱に基づき、補助金交付申請書等を提出していただきます。 

（２）補助金交付決定通知書の送付 

   補助金交付申請書等を受理し、交付決定の上、交付決定通知書を送付します。なお、事業の着手は交

付決定日以降に可能となります。 

（３）実績報告書の提出 

   補助事業者は、事業終了後３０日以内又は事業を行う年度末日までのいずれか早い日までに実績報告

を行っていただきます。 

（４）補助事業の完了検査及び補助事業額の確定 

   実績報告の内容を審査の上、補助金の額を確定します。 

（５）請求書の提出 

   補助金確定通知が行われた後、請求書を提出していただきます。 

（６）補助金の支払い 

   請求書を受理後、補助事業者に対して補助金を支払います。（口座振込） 

10 提出先及び提出方法 

   提出書類を島根県健康福祉部障がい福祉課へ持参または郵送により提出してください。 

（書類様式は、県ホームページ

http://www.pref.shimane.lg.jp/medical/fukushi/syougai/jigyousya/syougaiservice/kakutankyui

nsokushin.html からダウンロードしてください。）

   なお、提出された書類は返却しません。 

   また、受付後に事業内容の確認のためご連絡することがあります。 

11 お問合せ・申請書類等提出先 

   〒690-8501 松江市殿町１番地 

   島根県健康福祉部障がい福祉課 

   自立支援給付グループ 

   TEL:(0852)22-5327 

      FAX:(0852)22-6687 



NO. 研修名 対象者 時期 会場 定員 目的

４、５月 松江市 28人
５、６月 浜田市 28人

2 同行援護従業者養成研修（応用研修課程） 同行援護従業者養成研修（一般研修課程）修了者 １１月 松江市 28人
同行援護従業者養成研修（一般研修課程）において修得した知識・技術を深め

るとともに、特に障がい及び疾病の理解や場面別における技能等を修得する。

６月 松江市 60人

７月 浜田市 60人

4 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）

障害福祉サービス事業所等で知的障がい、精神障が

いのある児者を支援対象にした業務に従事している

者、もしくは今後従事する者で強度行動障害支援者

養成研修（基礎研修）修了者

９月 出雲市 60人

行動障がいを有する者のうち、生活環境への著しい不適応講堂を頻回に示すい

わゆる「強度行動障がい」を有する者に対し、適切な支援計画を作成すること

が可能な職員の養成を図る。

5 重度訪問介護従業者養成研修 居宅介護従業者として従事した経験を有する者 未定 未定 25人

重度の肢体不自由者であって常時介護を要する障がい者等に対する入浴、排せつ

及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに外出時における移動中

の介護に関する知識及び技術を修得する。
７月（前期） 松江市 120人

７月（前期） 浜田市 70人
８月（中期） 出雲市
１０月（後期） 出雲市

９月
～

１１月
１０月（前期） 出雲市 150人
１１月（後期） 松江市 80人
１１月（後期） 浜田市 70人

9
サービス管理責任者・児童発達支援管理責任

者更新研修

サービス管理責任者・児童発達管理責任者基礎研修

修了者で実務経験のある者
１２月 出雲市 80人

障害者総合支援法及び児童福祉法の適切な運営に質するため、一定の実務経験

をもつサービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者に対して、必要に応じて

専門知識及び技能の修得を図ることにより、職に従事している者の資質向上を図

る。

10
サービス管理責任者・児童発達管理責任者現

任者研修（フォローアップ）

サービス管理責任者・児童発達管理責任者として業

務に従事してしている者
未定 未定 60人

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者として従事している者の資質向上

を図る。

地域の障がい者等の意向に基づく地域生活を実現するために必要なサービスの

総合的かつ適切な利用支援援助技術の修得及び相談支援事業従事者の資質向上

を図る。

同行援護従業者養成研修（一般研修課程） 同行援護サービスに従事する者（または予定者） 同行援護サービスを提供する際に必要とされる知識・技術等の修得を図る。

行動障がいを有する者のうち、生活環境への著しい不適応講堂を頻回に示すい

わゆる「強度行動障がい」を有する者に対し、適切な支援を行う支援者の養成

を図る。

強度行動障害支援者養成研修（基本研修）

障害福祉サービス事業所等で知的障がい、精神障が

いのある児者を支援対象にした業務に従事している

者、もしくは今後従事する者

60人

80人

平成３１年度障がい福祉関係研修 一覧

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任

者基礎研修
研修を受講するための実務経験を満たす者

障害者総合支援法及び児童福祉法の適切な運営に質するため、サービス管理責

任者及び児童発達支援管理責任者の養成を図る。

1

3

6

7

8

相談支援従事者初任者研修
指定相談支援事業所における相談支援専門員等にな

ろうとする者

障がい福祉サービスの利用者の希望する生活や課題等を把握し、利用者やその

家族の生活に対する意向、総合的支援の方針、及び生活全般の質を向上させる

ための課題等を勘案した個別支援計画の作成等にあたるサービス管理責任者等

の資質向上を図る。

出雲市相談支援従事者現任研修 相談支援従事者初任者研修修了者で実務従事者



11
障がい者（児）ホームヘルパーフォローアッ

プ研修（基礎課程）

障がい者（児）ホームヘルプサービス事業所に勤務

するホームヘルパー、

障害福祉サービス事業所に勤務する支援員等

未定 未定 30人

12
障がい者（児）ホームヘルパーフォローアッ

プ研修（視覚障がい課程）
同行援護従業者養成研修（一般研修課程）修了者 未定 未定 30人

13
障がい者（児）ホームヘルパーフォローアッ

プ研修（精神障がい課程）

障がい者（児）ホームヘルプサービス事業所に勤務

するホームヘルパー
未定 未定 30人

14
障がい者（児）ホームヘルパーフォローアッ

プ研修（重症心身障がい課程）

障がい者（児）ホームヘルプサービス事業所に勤務

するホームヘルパー
未定 未定 30人

15
障がい者（児）ホームヘルパーフォローアッ

プ研修（サービス提供責任者課程）
ホームヘルプサービス事業所のサービス提供責任者 未定 未定 30人

16
介護職員等によるたんの吸引等の実施のため

の基本研修（特定の者対象）

介護職員等（介護福祉士を含む。）のうち特定の利

用者に対して喀痰吸引等の行為を行う必要のある者
未定 未定 未定

平成２４年４月１日から介護職員等による喀痰吸引等が制度化されたことを受

け、利用者の居宅等において、必要なケアがより安全に提供されるよう、適切

に喀痰吸引等の行為を行うことができる介護職員等の養成を図る。

17 障がい者虐待防止・権利擁護研修
事業所等の設置者、管理者、サービス管理責任者

等、従事者、相談支援専門員及び行政機関職員
未定 未定 未定

障がい者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応等、障害者虐待防止法の円滑

な施行を図るため、障がい者福祉施設等の管理者や従事者等の理解を深めると

ともに、市町村障がい者虐待防止担当職員等の専門性の強化を図る。

18
相談支援従事者専門コース別研修

「ファシリテーター養成研修」

各圏域単位での研修実施や人材育成に取り組むた

め、各圏域においてリーダー役となる相談支援専門

員

未定 未定 未定

各圏域で指導的役割を担う相談支援専門員を対象に、ファシリテーターとしての

スキルを習得することにより、県内及び各県域内等の相談支援従事者研修の充

実を図る。

19 相談支援従事者スキルアップ研修 各圏域においてリーダー役となる相談支援専門員 未定 未定 未定
各圏域で指導的役割に担う相談支援専門員の相談支援スキルの向上を図り、各

圏域内で展開していくことにより県内の障がい児者に対する支援の向上を図る。

20 障害支援区分認定調査員研修
市町村職員、及び事業所の職員であって市町村が推

薦する者
未定 未定 未定

全国一律の基準に基づき、客観的かつ公平・公正に障がい者給付等の事務が行

われるよう、障害支援区分認定調査員等に対する研修を実施する。

21 市町村審査会委員研修
市町村⾧が任命した市町村審査会委員またはその予

定者として市町村⾧があらかじめ通知した者
未定 未定 未定

市町村審査会委員及び市町村審査会委員に委嘱されることが予定される者の障

害支援区分認定における客観的かつ公平・公正な審査判定等を実施するために

必要な知識、技能の習得及び向上を図る

※No.1～15の研修は島根県福祉人材センターへ委託しているため、研修に関する問合せは島根県福祉人材センターへお願いします。

増大かつ多様化する障がい者のニーズに対応した適切なホームヘルプサービスを

提供するため、従業者の知識・技術の向上を図る。

（基礎課程）権利擁護の視点・意思決定支援、さまざまなコミュニケーション

手法について学ぶ

（視覚障がい課程）視覚障がいのある方への対応について、実践を通して学ぶ

（精神障がい課程）精神疾患の基礎知識を深め、ホームヘルプサービスの配慮点

等について学ぶ

（重症心身障がい課程）重症心身障害児（者）の理解と家族の思いについて、

実践を通して学ぶ

（サービス提供責任者課程）サービス等利用計画と個別支援計画の連動につい

て学ぶ



１．児童福祉法に基づく指定事務等の松江市への移譲について

 平成３１年４月より、これまで島根県が行っていた児童福祉法に基づく障害児通所支援事業の

事業者指定の関連事務が中核市である松江市へ移譲される予定です。これによって松江市内に所

在する障害児通所支援事業所は、報酬算定に係るものを含む届出書の提出先も松江市に変わりま

すのでご注意ください。 

※障害児入所支援を行う事業所の指定関連事務は引き続き島根県が行いますので、松江市内に所

在する障害児入所施設は報酬算定に係るものを含む届出書を引き続き島根県に提出してください。 

２．2019 年 4 月以降の放課後等デイサービス事業所及び児童発達支援事業所の報酬

区分の適用について 

（2019 年 4 月以降の報酬区分の適用について） 

①2018 年 10 月 1 日から 2019 年 3 月末までの 6か月の延べ利用児童数の実績に基づいて、2019 年

4 月以降の報酬区分を判断すること。 

②2019 年 4 月末までに届け出があった場合には、4 月のサービス提供分から新たな報酬区分を適

用すること。 

※上記②については、児童発達支援事業所における「主に小学校就学前の障害児に対し指定児童

発達支援を行う事業所」としての報酬区分の判断にあたっても同様とする。 

※2018 年 10 月から 2019 年 3 月末までの間に、更新により障がい児の指標該当の区分が変更とな

った場合については、変更前の期間は変更前の指標該当の有無で、変更後の期間は変更後の指標

該当の有無でそれぞれ利用実績を出すことになります。 

※報酬区分の判定の結果、区分の変更がない場合は届け出の必要はありません。ただし、後で報

酬区分の誤りが判明した場合は返戻の対象となりますのでご注意ください。 

※松江市内の放課後等デイサービス及び児童発達支援事業所は松江市に提出してください。 

３．放課後等デイサービス及び児童発達支援ガイドラインに基づく自己評価及び公表

について（自己評価結果等未公表減算） 

 放課後等デイサービス及び児童発達支援ガイドラインに基づく自己評価及び公表については、

以前より島根県から通知をさせていただいております。（別紙平成３０年７月２０日付障第５２０

号、平成３１年２月７日付事務連絡） 

自己評価の実施及び公表を行っていない事業所におかれましては、３月２９日（金）までに必

ず公表の上、公表内容を県のホームページに掲載されている「自己評価結果報告書」とともに FAX

またはメールにて島根県まで提出してください。 

 提出がない場合は、自己評価結果等未公表減算として平成３１年４月分の報酬請求から算定さ

れる単位数が所定単位数の１００分の８５となりますので、ご注意ください。 

※平成３０年５月１日以降に新規指定を受けた事業所については、指定を受けてから１年以内に

別途届出を行ってください（松江市内の事業所は松江市へ）。届出がない場合は、指定を受けた後

１年を経過した月から減算となりますのでご注意ください。 

指定申請等に係る留意事項について



４．指定申請・報酬算定等に係る問い合わせについて

事業所指定や報酬算定等に関してのお問い合わせは照会の趣旨や内容等を正確に把握するため、

質問票に質問内容をご記入いただき、ＦＡＸにてご照会下さいますようお願いします。 

お問い合わせの際は事前に事業者ハンドブックや関係通知等をご確認いただき、その上で不明

な点がある場合にご照会下さいますよう、よろしくお願いします。 

質問票様式掲載 URL： 

http://www.pref.shimane.lg.jp/medical/fukushi/syougai/jigyousya/syoukai.html

５．その他

○年度替わりの人事異動等に伴う変更届の提出について

  管理者、児童発達支援管理責任者等に変更があった場合等は、変更のあった日から１０日以

内に変更届を提出する必要がありますのでご注意ください。 

○障害福祉サービス等情報公表制度について 

  平成３０年４月から利用者のより良いサービス選択に資するため、情報公表制度が運用開始

されました。情報の報告は事業者の義務となりますので、制度の趣旨をご理解いただき必要

な情報の報告をお願いいたします。 



児童福祉法に基づく指定事務等の松江市への移譲について 

 

平成３１年４月より、これまで島根県が行っていた児童福祉法に基づく障害

児通所支援事業の事業者指定の関連事務が中核市である松江市へ移譲される予

定です。 

これにより、松江市内に所在する指定事業所等、又は、今後、松江市に所在

地を置く事業所については、指定関連事務の取り扱いが以下のとおりとなりま

すので、ご留意の上、必要な手続きを行って下さい。 

 

１．移譲時期 

平成３１年４月１日 

 

２．主な移譲事務 

児童福祉法に基づく次の事務 

① 障害児通所支援事業者の指定に関する事務（指定の更新を含む。） 

② 障害児通所支援事業者からの変更、廃止、休止、再開等の届け出に関する

事務（報酬算定に係るものを含む。） 

③ 障害児通所支援事業者の指導・監査に関する事務 

 

※児童福祉法に基づく障害児入所支援を行う事業者の指定関連事務は、従来ど

おり島根県が行います。 

 

３．各種申請・届出について 

■現在島根県から指定を受けている事業所等については、平成３１年４月1 日

以降は松江市が指定しているものとみなすことになります。 

ただし、指定期間は現在の指定期間が満了する日まで有効となります。ま

た、事業所番号の変更はありません。 

■手続きは原則必要ありませんが、下記ア～エの場合は手続きが必要となりま

すので、ご留意ください。 

 

申請関係 

【ア．新規指定申請及び指定更新申請について】 

① 平成３１年４月１日指定（更新）分（申請窓口：島根県、指定：島根県） 

新規指定申請については、平成３１年１月末日までに島根県へ申請書類を提

出していただいております。 

 



② 平成３１年５月１日指定（更新）分（申請窓口：松江市、指定：松江市） 

平成３１年２月２８日までの間に、松江市へ申請書類を提出してください。 

③ 平成３１年６月１日指定（更新）分以降（申請窓口：松江市、指定：松江

市） 

指定予定日の２ヵ月前までに、松江市へ申請書類を提出してください。 

 

【問い合わせ等について】 

新規指定に関する事前相談や申請書類に関する問い合わせ等は、平成３１年

３月末日までは島根県で受け付けます。（必要に応じ松江市へ引継ぎます。） 

 

届出関係 

【イ． 変更届について】 

変更年月日が平成３１年４月１日以降のもの（届出窓口：松江市） 

平成３１年４月１日以降に松江市へ届出書類を提出してください。（変更のあ

った日から１０日以内に提出すること） 

また、変更年月日に関わらず、届出日が平成３１年４月１日以降になるものに 

ついても、松江市へ提出してください。 

 

【問い合わせ等について】 

変更届に係る問い合わせ等については平成３１年３月末日までは島根県で受

付けます。（必要に応じ松江市へ引継ぎを行います） 

特に、事業所の移転や設備構造の変更等に係るものは、必ず事前相談してく

ださい。 

 

【ウ． 報酬算定に係る届出について】 

算定する単位数が増える場合 

① 平成３１年４月から算定するもの（届出窓口：島根県） 

○平成３１年３月１５日までに島根県へ届出書類を提出してください。 

※前年度実績が要件となっている加算等について 

届出の時期については別途周知します。なお、届出書類の届出先は松江市と

なります。 

② 平成３１年５月から算定するもの（届出窓口：松江市） 

○平成３１年４月１日から１５日までの間に、松江市へ届出書類を提出してく 

ださい。 

③ 平成３１年６月以降に算定するもの（届出窓口：松江市） 

○加算を算定する月の前月の１５日までに松江市へ届出書類を提出して下さ 



い。 

 

加算等が算定されなくなる場合（算定する単位数が減る場合） 

○加算等が算定されなくなる（算定する単位数が減るもの）状況が生じた場合

は速やかに届出を行ってください。 

・算定されなくなる状況の発生日が平成３１年３月末日までの場合 

⇒島根県へ届出をして下さい。 

・算定されなくなる状況の発生日が平成３１年４月１日以降 

⇒松江市へ届出をして下さい。 

 

福祉・介護職員処遇改善加算について 

① 平成３１年度当該加算を算定する場合（届出窓口：松江市） 

平成３１年４月１５日までに、松江市へ処遇改善計画書を提出してください。 

② 平成３０年度当該加算を算定した場合（届出窓口：松江市） 

平成３１年７月末日までに、松江市へ処遇改善実績報告書を提出してくださ

い。（複数の事業所を運営し松江市外にも事業所を有する事業者については、 

該当する所轄庁への提出も必要になります。） 

 

【問い合わせ等について】 

加算の算定要件等に関する問い合わせ等は、平成３１年３月末日までは島根 

県で受付けます。（必要に応じて松江市へ引継ぎを行います） 

 

【エ．平成３１年４月1 日以降に松江市から県内の他市町村へ事業所を移転す

る場合等について】 

① 松江市から県内の他市町村に事業所を移転する場合 

所轄庁が松江市から島根県に変更となります。 

⇒松江市に廃止届を提出し、島根県に新規指定申請を行ってください。 

② 県内の他の市町村から松江市に事業所を移転する場合 

所轄庁が島根県から松江市に変更となります。 

⇒島根県に廃止届を提出し、松江市に新規指定申請を行ってください。 

 

【問い合わせ等について】 

※上記手続きを行う場合は、事前に島根県又は松江市へご連絡ください。 

 

 

 



中核市移行に伴う各種申請・届出について 

 

【指定(更新)申請】 

 指定（更新）年月日 

 H31.4.1 H31.5.1 H31.6.1～ 

申請窓口 島根県 松江市 松江市 

提出期限 H31.1.31まで H31.2.28まで 指定（更新）日の2か月前まで 

 

【変更届】 

 変更年月日 

 H31.4.1～ 

届出窓口 松江市 

提出期限 変更日から10日以内 

※変更年月日に関わらず、届出日が4月1日以降の場合、窓口は松江市になります。 

 

【報酬算定に係る届出】 

 ○報酬算定額が増の場合 

 算定年月日 

 H31.4 H31.5 H31.6～ 

届出窓口 島根県 松江市 松江市 

提出期限 H31.3.15まで H31.4.1～H31.4.15 算定開始月の前月15日まで 

※前年度実績を要件とする場合は4月中に松江市へ提出してください。 

○報酬算定額が減の場合 

 報酬減となる要因の発生年月日 

 H31.4.1～ 

届出窓口 松江市 

提出き 報酬減となる要因の発生後速やかに 

○処遇改善加算 

・H31計画書（H31.4～算定する場合） 

届出窓口 松江市 

提出期限 H31.4.15まで 

・H30実績報告 

報告窓口 松江市 

提出期限 H31.7.31まで 

※複数の事業所を運営し松江市外にも事業所を有する事業者については、該当する所轄庁への提出も必要となります。 



事 務 連 絡 

平成 31年３月８日 

 

  都 道 府 県 

各 指 定 都 市 障害児支援担当 御中 

  児童相談所設置市 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部  

障害福祉課障害児・発達障害者支援室 

 

2019年 4月以降の放課後等デイサービス事業所及び 

児童発達支援事業所の報酬区分の適用について 

 

障害保健福祉行政の推進につきましては、日々御尽力いただき厚く御礼申し上げ

ます。 

平成 30年７月 26日付け事務連絡「放課後等デイサービスの運用改善に向けた取

組」において、「なお、平成 31 年度の報酬区分を決定するに当たっては、30 年 10

月１日から 31 年３月末までの６か月の延べ利用児童数の実績に基づいて報酬区分

を適用することとし、31年４月末までに届出があった場合には、４月のサービス提

供分から新たな報酬区分を適用することを想定しており、その具体的な運用につい

ては今後改めて連絡する予定である。」としていたところですが、その具体的な取

扱は以下の通りとしますので、市町村及び事業所への周知方よろしくお願いいたし

ます。 

 

記 

 

（2019年 4月以降の報酬区分の適用について） 

① 2018 年 10 月１日から 2019 年３月末までの６か月の延べ利用児童数の実績

に基づいて、2019年４月以降の報酬区分を判断すること。 

② 2019年４月末までに届出があった場合には、４月のサービス提供分から新た

な報酬区分を適用すること。 

 

なお、上記の②については、児童発達支援事業所における「主に小学校就学前

の障害児に対し指定児童発達支援を行う事業所」としての報酬区分の判断にあた

っても同様とする。 

 

以上 



                             障 第  ５２０  号 
                             平成３０年 ７月２０日 
各指定障害児通所支援事業所 管理者様 

島根県健康福祉部障がい福祉課長

放課後等デイサービス及び児童発達支援ガイドラインに基づく自己評価及び公表について 

 本県の障害福祉行政の推進につきまして、日頃よりご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 
 さて、平成 29 年 4月の指定放課後等デイサービス事業の指定基準等の見直しに伴い、放
課後等デイサービス事業者は、放課後等デイサービスガイドライン（平成 27年 4 月 1日障
発 0401 第 2号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）の内容に沿った自己評価を
行うことが義務付けられました。 
 また、同様に児童発達支援事業者についても、平成 30年 4 月より児童発達支援ガイドラ
イン（平成 29 年 7 月 24 日障発 0724 第 1 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通
知）の内容に沿った自己評価が義務付けられたところです。 
 また、その評価及び改善を図った内容を、おおむね 1 年に 1 回以上インターネット等で
公表することも義務付けられています。 
 公表を行っていない場合は、平成31年 4 月から自己評価結果等未公表減算として減算の
対象にもなります。 
つきましては、今後の取組手順等を下記の通りお示ししますので、適切に自己評価を実施
の上、公表していただきますようお願いします。 

記 

１．評価にあたっての留意事項 
・評価を行う前に、全従業者がガイドラインを熟読してください。 
・評価に際しては、県ホームページ掲載の「事業所職員向け放課後等デイサービス自己
評価表」及び「保護者等向け放課後等デイサービス評価表」若しくは、「事業所職員向
け児童発達支援自己評価表」及び「保護者等向け児童発達支援評価表」を活用してくだ
さい。 
・保護者等に評価を依頼する際には、ガイドラインの内容を保護者等によく説明し、ガ
イドラインに基づく評価であることをご理解いただくよう留意してください。 
・評価結果及び改善内容は平成 30 年 12 月末までにホームページ等で必ず公表してく
ださい。 



２．取組手順等 
（１） 保護者等による評価 
・事業者から保護者等に対して、「保護者等向け評価表」を配布してアンケート調査を
行ってください。保護者等からの回収後、ご意見等の記述も含めて回答結果を取りまと
めてください。 

（２） 職員による自己評価 
・事業所の職員に対して、「事業者向け自己評価表」を配布して事業所の支援の評価を
行ってください。その際、「はい」「いいえ」をチェックするだけではなく、各項目につ
いて「工夫している点」「課題や改善すべき点」等について記入してください。 

（３） 事業所全体による自己評価 
・回収した評価結果を踏まえ、職員全員で討議し、項目ごとに評価を行ってください。
特に「課題や改善すべき点」について認識を共有してください。 
・その認識された課題に対する改善目標、改善内容を決めてください。なお、討議の結
果は書面に記録し、職員間で共有してください。 
・討議に際しては、保護者と事業所の認識のずれを客観的に分析してください。 

（４） 自己評価結果の公表 
・事業所全体による自己評価に基づき「事業所における自己評価結果（公表）」、及び「保
護者等からの事業所評価の集計結果（公表）」を公表してください。 
・「はい」、「どちらともいえない」、「いいえ」、「わからない」の列には、人数を記載し
てください。 
・公表方法は、利用者や保護者等に向けて、インターネットのホームページや会報等に
よるものとしてください。 

（５） 支援の改善 
・課題や改善すべき点の検討結果を踏まえ、速やかに改善に向けた対応を行ってくださ
い。 

３．県への報告 
（１） 報告内容等 
① 「自己評価結果報告書」 
② 「事業所における自己評価結果（公表）」 
③ 「保護者等からの事業所評価の集計結果（公表）」 



を FAXまたはメールにて提出してください。（※様式は県HPに掲載） 

（２） 報告期日 
 平成３１年１月１５日（火）まで 

４．その他 
・児童発達支援と放課後等デイサービスの両方のサービスを提供する多機能型事業所
においては、それぞれについて評価、公表及び報告をしてください。 

担当 
島根県健康福祉部障がい福祉課 
療育支援グループ  花 田 
TEL：０８５２－２２－５７０９
FAX：０８５２－２２－６６８７
E-mail：hanada-hiroki@pref.shimane.lg.jp 



                             事  務  連  絡 
                             平成３１年２月 7 日 
各指定障害児通所支援事業所 管理者様 

                         島根県健康福祉部障がい福祉課 
                         療育支援グループリーダー 

放課後等デイサービス及び児童発達支援ガイドラインに基づく自己評価及び公表について 

 本県の障害福祉行政の推進につきまして、日頃よりご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 
さて、別紙のとおり平成３０年７月２０日付障第５２０号「放課後等デイサービス及び児
童発達支援ガイドラインに基づく自己評価及び公表について」において、ガイドラインに基
づく自己評価及び公表については周知させていただいております。 
まだ、自己評価の実施及び公表を行っていない事業所におかれましては、3月 29 日（金）
までに必ず実施公表の上、公表内容を県のホームページに掲載しております「自己評価結果
報告書」とともに FAXまたはメールにて提出してください。 
提出がない場合は、自己評価結果等未公表減算として平成 31年 4 月分の報酬請求から算
定される単位数が所定単位数の 100分の 85 となりますので、ご注意いただきますよう重ね
て周知させていただきます。 

※平成 30 年 5月 1日以降に新規指定を受けた事業所については、指定を受けてから 1年以
内に別途届出を行ってください。届出がない場合は、指定を受けた後 1 年を経過した月か
ら減算となりますのでご注意ください。 
※この通知はすでに報告をいただいている事業所も含めて、すべての法人に向けて発出し
ておりますので、ご承知おき下さい。 

担当 
島根県健康福祉部障がい福祉課 
療育支援グループ  花 田 
TEL：０８５２－２２－５７０９
FAX：０８５２－２２－６６８７
E-mail：hanada-hiroki@pref.shimane.lg.jp 



重症心身障がい児（者）在宅サービス提供体制整備事業の概要

≪対象となる事業者≫

①障害者総合支援法・児童福祉法に基づき、短期入所（福祉型）、生活介護、地域生活支

援事業（地域活動支援センター事業または日中一時支援事業）、児童発達支援、放課後

等デイサービスを実施する事業者で

②看護職員等を加配して重症心身障がい児（者）を受け入れた事業者（重症心身障害児に

対して行う場合の給付費を算定する事業者を除く）

※看護職員以外の職員を加配する場合は事前の協議が必要です

≪補助基準額（平成３０年度）≫

① ショートステイ（短期入所）

（１）福祉型短期入所サービス費算定日

  ・超重症児等        ２８，２００円×利用日数

・その他の重症心身障がい児 １７，３００円×利用日数

 （２）福祉型強化短期入所サービス費算定日

  ・超重症児等        ２５，０００円×利用日数

・その他の重症心身障がい児 １４，１００円×利用日数

 ②デイサービス等（生活介護、地域活動支援センター、日中一時支援、児童発達支援、放

課後等デイサービス）

  ・営業時間４時間以上の場合  ９，４００円×利用延べ人数

  ・営業時間４時間未満の場合  ７，５２０円×利用延べ人数

 ※加配職員の人件費実費を上限とします。

 ※医療連携体制加算、看護職員加配加算、常勤看護職員等配置加算（Ⅱ）をを算定した場

合は補助金交付額の控除があります。

≪この事業における重症心身障がい児（者）とは≫

 「大島の分類による区分」の１～４に相当し、「重症児スコア」が５点以上

 （かつ、１８歳以上の場合は障害支援区分６）

補助金を申請するためには、当事業の指定を受ける必要があります。

詳しくは、島根県障がい福祉課 療育支援グループにお問い合わせください。

重症心身障がい児（者）を受け入れるために看護職員等を加配する障害福祉サービス事業者

に対して、加配した職員の人件費相当を県が補助する制度です



 

  



 



ペアレントメンター島根東部 
子育てに一人で悩んでいませんか？ 
ペアレントメンターとは 
発達障がいの子育て経験を活かして、他の保護者のよき相談相手となれるよう、 
ペアレントメンター養成研修を受講、修了した先輩保護者達です。 

お気軽にご相談ください！！ 

「ペアレントトレーニング（学びのプログラ

ム）」に参加協力し、わが子の子育て体験や支

援グッズの紹介をしています。 

ペアレントトレーニングへの参加 
個別や場合によってはグループ

での相談もしています。 

来所や、訪問、電話など・・・。

相談料金は無料です。 

個別相談 

保護者が日頃の悩みなどを気軽

に話し合える場を作っています。

そこにメンターも参加していま

す。 

ままちゃかい 

子育て・療育・教育・就労・医療・

研修会など、依頼があれば実際の経

験からさまざまな情報をお伝えし

たり、相談に応じます。

メンター派遣活動 

東部地区メンター事務局 

(隠岐・安来・松江・出雲・奥出雲・雲南・飯南の方)

島根県東部発達障害者支援センターウィッシュ内

電 話(050)3387-8699 
ＦＡＸ(050)3730-9745 

Ｅメール：wish@sazanami-g.jp 

各地域の親の会にメンターが参加しま

す。育てにくい子どもに有効な対応策

を学んだり、おしゃべりをして日頃の

ストレスを解消しています。 

おでかけメンター 

私たち『ペアレントメンター』は、専門機関と連携・協力して、ご本人への関わり方
などの相談をはじめ、家族の支援及び家族同士での支援など様々な活動をしています。 



ペアレントメンター島根西部 

子育てに一人で悩んでいませんか？ 
ペアレントメンターとは 
発達障がいの子育て経験を活かして、他の保護者のよき相談相手となれるよう、
ペアレントメンター養成研修を受講、修了した先輩保護者達です。 

私たち『ペアレントメンター』は、専門機関と連携・協力して、ご本人への関わり方などの相談を
はじめ、家族の支援及び家族同士での支援など様々な活動をしています。 

西部地区メンター事務局 

(大田・邑南・美郷・川本・江津・浜田・益田・津和野・吉賀の方) 

島根県西部発達障害者支援センターウインド内 

電 話(0855)28-0208／ＦＡＸ(0855)28-0217 

Ｅメール：wind1841@rhythm.ocn.ne.jp 

個別相談・グループ相談 

個別や、グループでの相談もしています。 

来所や、訪問、電話、メールなど… 

相談料金は無料です。 

わかちあう 

情報提供 

子育て・療育・教育・就労・医療・研修会等の

情報を提供します。 

つながりあう 

「キャラバン公演」 

発達障がいを知ってもらうきっかけ作りとし

てメンター数人での公演活動！ 

お問い合わせください・・・ 

わかりあう 保護者による『学ぶ会』 

各地域での親の会にメンターが参加し、育てに

くい子どもに有効な対応策などを学んだり、 

おしゃべりして日ごろのストレスを解消して

います。 

＊詳しくは事務局までお問い合わせください。

まなびあう 

ペアレントトレーニングへの協力 

｢ペアレントトレーニング(学びのプログラ

ム)｣に参加協力し、わが子の子育て体験や支援

グッズを紹介もします。 

そだちあう 
サポートブック作りのお手伝い 

サポートブックは、子どもの持つ特性やそれに

対する支援を、親以外の支援者に分かりやすく

伝えることができる、とても役立つツールで

す。 

ささえあう 

＊すべての連絡はこちらまで！！お気軽にご相談ください。 



 

発達障がい啓発ミニイベント２０１９ 

日時：2019 年 4月 20日（土）14：00～16：30 

会場：出雲市役所大会議室（くにびきホール）       

内容：ミニ講演会・映画上映会「みんなの学校」 

主催：島根県障がい福祉課 

問い合わせ：島根県健康福祉部障がい福祉課  

映画上映会 

日時：2019 年 4月 6日（土）13:00～ 

会場：グラントワ 

内容：映画上映会「ちづる」 

※内容は変更となる場合があります。 

主催：障害者福祉センターあゆみの里 

※当日は、当事者作品・販売もします。 

県立図書館展示 ４月５日～５月６日 

Light it up Blue 
・TSK山陰中央テレビ塔 ４月２日 

・社会福祉法人創文会ハートピア出雲４月２～８日 

・益田市障害者福祉センターあゆみの里 ４月２日 

・邑南町役場庁舎   ４月２日～８日 

▼邑南町役場庁舎（２０１８） 



 



１．これまでの調達実績
(単位：円)

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

調達目標額 - 23,000,000 - 27,000,000 - 30,000,000 - 33,000,000 - 33,000,000

実績額 221 24,627,560 389 28,996,564 486 30,086,954 472 31,203,212 500 31,988,938

前年比 118.6% 117.7% 103.8% 103.7% 102.5%

調達目標達成率 107.1% 107.4% 100.3% 94.6% 96.9%

（内容別） (単位：円)

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

印刷、情報処理 123 8,561,808 229 11,301,641 276 10,557,745 267 10,062,020 299 8,731,015

役務 37 648,543 84 1,821,078 104 3,641,708 92 3,920,035 102 5,724,038

物品、消耗品 47 3,372,452 64 3,133,048 91 4,428,706 98 2,336,570 78 2,168,659

給食、弁当 14 12,044,757 12 12,740,797 15 11,458,795 15 14,884,587 21 15,365,221

計 221 24,627,560 389 28,996,564 486 30,086,954 472 31,203,212 500 31,988,933

２．平成30年度の調達方針

（１）　調達目標額　　　33,000千円

区分
印刷、情報処理

役務

物品、消耗品

給食、弁当

計

（２）　今後の取り組み

・全部局への積極的な購入の働きかけ
・調達事例等の紹介

平 成 30 年 6 月 29 日
文 教 厚 生 委 員 会 資 料
健康福祉部障がい福祉課

H29

H29

                         (平成29年度調達実績と平成30年度調達方針)

目標金額

H27

各種印刷、デザイン、データ入力、テープ起こし　

33,000千円

品目の例

6,000千円

3,000千円

                       障がい者就労施設等からの物品等の調達について

H28H25 H26

H25

9,000千円

15,000千円 給食､食堂業務、弁当、給食パン、軽食・喫茶　

啓発用品、記念品、防災用品、事務用品、食材、農産品、
カバー苗

H27

H28H26

クリーニング、清掃、文書封入・発送、廃棄物処理、施設
管理



しまね障がい者就労応援企業（しまね ゆめいくカンパニー）について 

1. 認定制度の趣旨・目的                                   

障がい者雇用に積極的な企業、障がい者施設等や重度障害者多数雇用事業所への物品等の発注に積

極的な企業の社会的評価を高めるため、『しまね ゆめいくカンパニー』して認定し、県民の皆様に広

くご紹介していきます。

2. 『しまね ゆめいくカンパニー』とは？                           

障がい者雇用を積極的に行う、又は障がい者施設等や重度障害者多数雇用事業所の物品・サービス

を積極的に購入して施設利用者の工賃向上や重度障がい者の雇用に寄与するといった形で障がい者

の自立支援に貢献している企業を、島根県が認定します。

『ゆめいく』とは『夢を育む』と『You make』を掛け合わせた造語、公募によって選ばれました。

3. 認定基準（２０１９年5月1日以降（２）（３）の要件を見直します。）

次のいずれかの基準に適合する場合、認定の申請を行うことができます。

(1) 障がい者雇用

・ 法定雇用率（2.2％）の 2 倍の雇用率（4.4％）を達成している企業

・ 障がい者雇用の義務のない企業については 2 名以上障がい者雇用している企業

(2) 障害者就労支援事業所等からの購入     ※5/1 以降は少なくとも２事業所以上から購入願います。

・ 直近 1 年間において、複数の障害者就労支援事業所等からの物品・サービスの購入金額が 120
万円以上（消費税等を除く。）の企業 

(3) 重度障害者多数雇用事業所等からの購入   ※5/1 以降は少なくとも２事業所以上から購入願います。

・ 直近 1 年間において、複数の重度障害者多数雇用事業所等からの物品・サービスの購入金額が

600 万円以上（消費税等を除く。）の企業 ※5/1 以降は特例子会社も対象となります。

4. 認定申請 （２０１９年5月1日更新予定） 

県障がい福祉課ホームページから申請書をダウンロードして必要事項を記入いただき、県障がい福

祉課まで持参・郵送してください。

  http://www.pref.shimane.lg.jp/medical/fukushi/syougai/ippan/shuurousien/yumeiku.html 

5. 認定カンパニーになると（２０１９年5月1日以降（6）を追加します。） 

(1) 県ホームページ・広報誌等により認定企業の PR をします。

(2) 認定カンパニーの皆様は、障がい者が働く社会づくりに貢献していると認め

られた企業であることを PR するため、認定シンボルマークを名刺・広告・

ホームページ等に表示することができます。

(3) 島根県まち・ひと・しごと創生資金（人材投資・働き方改革等生産性向上枠）

の融資対象者となります。

(4) 島根県が発注する建設工事、庁舎の清掃業務・警備業務に係る入札参加資格

審査の際に加点があります。

(5) 島根県の物品の売買・借入れ等に係る入札参加資格者名簿にゆめいくカンパニーであることが表記

されます。

(6) 認定回数が連続 3 回（ブロンズ）、連続 5 回（シルバー）、連続 7 回（ゴールド）の認定を受け、

有効期限が切れることなく、次回認定後に感謝状及び記念品を贈呈 

6. 問い合わせ先                                       

島根県健康福祉部障がい福祉課 就労支援スタッフ

〒690-8501 島根県松江市殿町１（県庁第二分庁舎 1 階）

TEL  0852-22-5588  FAX  0852-22-6687  E-mail shurou-syougai@pref.shimane.lg.jp

しまね ゆめいくカンパニー 



平成 30 年度障がい福祉サービス事業所等実地指導の実施状況について 

自立支援給付グループ 

１．実施時期 

平成３０年６月～１２月 

２．実施事業所等数 

 障害者総合支援法に規定する指定障害福祉サービス事業所、指定一般相談支援事業所及

び指定障害者支援施設 

  １０６ヵ所 

３．指摘件数 

文書、口頭指摘 ２９１件 

＜指摘内訳＞ 

（１）運営に関する基準：２３１件 

 ・「内容及び手続の説明及び同意」 

  ⇒重要事項説明書に必要な事項の記載がない。 

   （必要な事項：運営規程の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理

の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況等） 

 ・「契約支給量（契約内容）の報告等」 

  ⇒サービスの内容、契約支給量等を受給者証に記載がない。 

  ⇒契約をした際（変更、終了を含む）に、受給者証記載事項等を市町村に報告してい

ない 

 ・「サービスの提供の記録」 

  ⇒サービス提供の記録が提供の都度作成されておらず、利用者の確認を受けていない。 

  ⇒利用者の日々の様子、特記事項等が記録されていない。 

 ・「入退所（居）の記録の記載等」 

  ⇒入所または退所の際に、受給者証に必要事項を記録していない。 

 ・「計画の作成（書類の交付）」 

  ⇒個別支援計画の原案、作成に係るモニタリングの記録、会議の記録が作成されてい

ない。 

  ⇒サービス提供責任者ではない者が個別支援計画を作成している。 

 ・「看護・介護・家事等」 

  ⇒グループホームにおいて、洗濯等の家事が利用者と従業員とが共同で行われていな

い。 

 ・「工賃の支払・賃金」 

  ⇒就労継続支援Ｂ型において、前年度の平均工賃及び当年度の目標工賃額を利用者に

通知していない。 

  ⇒就労継続支援Ｂ型において、工賃規定に基づいて工賃が支払われていない。 

 ・「勤務体制の確保」 

  ⇒職員の勤務の実態が労働条件通知書や辞令書の記載内容と整合していない。 

 ・「非常災害対策」 

  ⇒消防計画に定めた回数の避難訓練が実施されていない。 



 ・「身体拘束等の禁止」 

  ⇒身体拘束の実施にあたり、判断記録等が整備されていない。 

 ・「虐待の禁止」 

⇒職員に障がい者虐待の防止を主眼とした人権擁護の研修を実施または受講させて

いない。 

（２）給付費の算定及び取扱い：４０件 

 ・「基本事項」 

  ⇒個別支援計画が作成されていない（過誤調整） 

 ・「各種加算」 

  ⇒入院時支援特別加算の算定される入院期間中に基本報酬が算定されている（過誤調

整） 

  ⇒栄養マネジメント加算を、栄養ケア計画に利用者またはその家族への説明、同意が

ないまま算定していた（過誤調整） 

  ⇒欠席時対応加算、入院・外泊時加算、長期入院時支援特別加算の算定にあたっての

支援内容の記録が不十分 

（３）変更の届出：１６件 

  ⇒運営規程に記載されている内容に変更が生じているが、届出がされていない。 

  ⇒サービス管理責任者が変更になったことに伴う届出がされていない。 

（４）人員に関する基準：３件 

  ⇒サービス管理責任者が多数の業務について兼務となっていた。サービス管理責任者

の業務を充実させるために兼務体制の見直しを指示。 

（５）設備に関する基準：１件 

  ⇒相談室に当該事業とは関連のない更衣室を当該事業と区分して届け出ていない。 

４．市町村との合同実施について 

障害者総合支援法に基づき市町村が行う実地指導について、平成２８年度から県の実施

指導と併せて行う体制とし、毎年度実施しています。 

来年度も引き続き実施する予定であり、該当事業所等に対して個別に通知を行います。 

障害者総合支援法 

第十条    市町村等は、自立支援給付に関して必要があると認めるときは、当該自立支援給付に係る障害

福祉サービス、相談支援、自立支援医療、療養介護医療若しくは補装具の販売若しくは修理（以下「自

立支援給付対象サービス等」という。）を行う者若しくはこれらを使用する者若しくはこれらの者であ

った者に対し、報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、又は当該職員に関係者に対

して質問させ、若しくは当該自立支援給付対象サービス等の事業を行う事業所若しくは施設に立ち入り、

その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。  

２   前条第二項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第三項の規定は前項の規定によ

る権限について準用する。 



件数 主な指摘内容

0

第２　人員に関する基準 3
・職業指導員、生活支援員がいずれも非常勤となっていた。
・サービス管理責任者が多数の業務について兼務となっていた。サービス管
理責任者の業務を充実させるために兼務体制の見直しを指示。

第３　設備に関する基準 1
・相談室に当該事業とは関連のない更衣室を当該事業と区分して届け出てい
ない。

第４　運営に関する基準 231

1 内容及び手続の説明及び同意 73
・重要事項説明書に必要な事項の記載がない。（主に第三者評価の実施の有
無の記載がない　５２件）
・運営規程と重要事項説明書の内容が不一致。

2 契約支給量（契約内容）の報告等 19

・サービスの内容、契約支給量等を支給決定障がい者の受給者証に記載して
いない。
・契約をした際（変更、終了を含む）に、受給者証記載事項その他の必要な事
項を市町村に報告していない。

3 提供拒否の禁止 0

4 連絡調整（要請）に対する協力・あっせん調整 0

5 サービス提供困難時の対応 0

6 受給資格の確認 0

7 介護(訓練等)給付費等の支給(決定)の申請に係る援助 0

8 心身の状況等の把握 0

9 指定障害福祉サービス事業者等との連携等 0

10 身分を証する書類の携行 0

11 サービスの提供の記録 29
・サービス提供の記録はサービス提供の都度作成されておらず、利用者の確
認を受けていない。
・利用者の日々の様子、特記事項等が記録されていない。

12 利用定員 0

13 開始及び終了(入退居)・居住地変更への対応 0

14 入退所(居)の記録の記載等 4 ・入所または退所の際に、受給者証に必要事項を記載していない。

15
指定事業者が支給決定障害者等に求めることのできる金銭
の支払の範囲等 0

16 利用者負担額等の受領 4
・共益費の内容が不明瞭
・障害福祉サービス以外のサービス提供に係る利用者負担金について、契約
書または運営規程に定めていない。

17 利用者負担額に係る管理 0

18 給付費等の額に係る通知等 10
・法定代理受領により給付費の支給を受けた場合に支給決定障がい者に当
該給付費の額が通知されていない。

19 取扱方針 0

20 計画の作成（書類の交付） 36

・個別支援計画の原案が作成されていない。
・個別支援計画作成に係るモニタリング、会議の記録が作成されていない。
・個別支援計画の保護者の同意欄の日付の記載がない。
・サービス管理責任者でない者が個別支援計画を作成している。
・サービス提供開始前に個別支援計画が作成されていない。

21 サービス提供(児童発達支援管理)責任者の責務 0

22 管理者の責務（管理者による管理等） 0

23 同居家族に対するサービス提供の禁止 0

24 （その他の）サービスの提供 0

25 検討等 0

26 相談及び援助 0

項  目

○主な指摘事項

第１　基本方針



件数 主な指摘内容項  目

27 （機能）訓練・指導等 0

28 雇用契約の締結等 0

29 看護・介護・家事等 1 ・GHにおいて洗濯等の家事が利用者と従業員が共同で行われていない。

30 生産活動・就労 1
・180日を超える施設外支援について支援員の支援のもとサービスを提供され
ていない。

31 工賃の支払・賃金 8
・Ｂ型について、前年度の平均工賃及び当年度の目標工賃額を利用者に通知
されていない。
・B型について、工賃規定に基づいて工賃が支払われていない。

32 実習の実施 0

33 求職活動の支援等 0

34 職場への定着のための支援 2
・一般就労後、職場への定着のための支援が６ヶ月以上実施されていない。
・一般就労に向けて通勤のための訓練が実施されていない。

35 就職状況の報告 0

36 利用者及び従業者以外の者の雇用 0

37 社会生活上の便宜の供与等 0

38 地域生活移行のための支援 0

39 食　事 1
・利用者の心身の状況及び嗜好を考慮し、利用者の年齢及び障がいの特性
に応じた適切な栄養管理が行われていない。

40 実施主体 0

41 事業所の体制・支援体制の確保 0

42 障害福祉サービスの提供に係る基準 0

43 健康管理 0

44 緊急時等の対応 0

45 入院期間中の取扱い 0

46 支給決定障害者等に関する市町村への通知 0

47 運営規程 4
・利用者の作業内容が運営規程に規定している作業内容と整合していない。
・運営規程に利用者の労働時間等が規定されていない。

48 介護等の総合的な提供 0

49 勤務体制の確保等 3
・職員の勤務の実態が労働条件通知書や辞令書の記載内容と整合していな
い。

50 定員の遵守 0

51 非常災害対策 16
・消防計画が作成されていない。
・消防計画に定めた回数の避難訓練が実施されていない。

52 設備及び備品等 0

53 衛生管理等 0

54 協力医療機関等 2 ・協力医療機関が確保されていない。

55 掲　示 2 ・苦情解決、運営適正化委員会の制度に関する掲示がされていない。

56 秘密保持等 1
・在職中および退職後も守秘義務を課する規定を誓約書等に盛り込む等の措
置が講じられていない。

57 情報の提供等（広告） 0

58 利益供与(収受)等の禁止 0

59 苦情解決 2 ・法人で定めている「苦情処理規程」に沿って情報公開が行われていない。

60 事故発生時の対応 0

61 会計の区分 6 ・当該事業会計とその他の事業会計が明確に区分されていない。

62 身体拘束等の禁止 3
・身体拘束の実施にあたり、施設としてやむを得ないと判断した記録が整備さ
れていない、その後の検討記録も整備されていない。

63 地域との連携等（関係機関との連絡調整） 0



件数 主な指摘内容項  目

64 記録の整備 0

65 経過措置・特例 0

66 虐待の禁止 2
・虐待防止に係る責任者を設置していない。
・職員に障がい者虐待の防止を主眼した人権擁護の研修を実施または受講さ
せていない。

67 懲戒に係る権限の乱用禁止 0

68 障害児に係る給付金の金銭管理 0

69 障害福祉サービスの体験的利用支援 0

70 体験的な宿泊支援 0

71 その他（　マイナンバーの管理　　　　　　　） 0

71 その他（施設入所者の預り金の管理） 2
・預り金の管理に係る各保管責任者について、理事長名による辞令で任命し
ていない。

72 その他（自己評価） 0

第５　多機能型（一体型）に関する特例 0

第６　変更の届出等 16
・運営規程に記載される内容に変更が生じているが、届出がされていない。
・サービス管理責任者が変更になったことに伴う届出がされていない。

第７　給付費の算定及び取扱い 40

1 基本事項 2
・行動援護の提供に当たって、「支援計画シート」等が一部利用者について未
作成
・個別支援計画が作成されていない（過誤調整）

2 ○○サービス費・○○給付費 1

・外部サービス利用型共同生活援助事業所が委託する受託居宅介護サービ
ス事業者から利用者が受託居宅介護サービスを受けた際に、外部サービス利
用型共同生活援助事業者において受託居宅介護サービス費として報酬算定
されていなかった。

3 各種加算 37

・欠席時対応加算の算定にあたって相談援助の内容が記録されていない。
・訪問支援特別加算の算定にあたって個別支援計画への記載がされていな
い。
・送迎加算の算定について、送迎実績の記録が不十分。
・入院・外泊時加算、長期入院時支援特別加算の算定にあたっての支援内容
の記録が不十分。
・入院時支援特別加算の算定される入院期間中に基本報酬が算定されてい
た。（過誤調整）
・栄養マネジメント加算の算定にあたって、栄養ケア計画に利用者またはその
家族への説明、同意がないまま算定されていた。（過誤調整）

291合　　　　　　　計



平成 30 年度 障害児通所支援事業所及び障害児入所施設の実地指導の実施状況について 

○対象事業所数 

 本年度は、児童福祉法に規定するサービス事業所・施設に対して、 

平成３０年７月から平成３１年１月まで３５事業所において実施。 

○改善件数 

全体の改善件数は１５０件（口頭指摘のみを含む）で、項目別に改善件数を見ると、件数

の多い順に「運営に関する基準」（１０７件）、「給付費の算定及び取扱い」（３５件）、「人

員に関する基準」（６件）、「変更の届出」（２件）と続く。 

○主な改善内容（詳細は別紙を参照） 

＜運営に関する基準＞ 

・「内容及び手続の説明及び同意」 

 ⇒重要事項説明書の記載内容不備。 

 （第三者評価の実施状況、通常の事業の実施地域、緊急時の対応、虐待防止の措置、勤務

体制、事故発生時の対応等） 

・「契約支給量の報告等」 

 ⇒サービス利用に係る契約をしたときは、通所受給者証記載事項その他必要な事項を市町

村に報告すること。 

・「サービスの提供の記録」 

 ⇒サービスを提供したときは、その都度記録し保護者からサービスを提供したことについ

て確認を受けること。 

・「給付費の額に係る通知等」 

 ⇒法定代理受領により市町村から給付費の支給を受けた場合は、保護者に対し給付費の額

を通知すること。 

・「計画の作成（書類の交付）」 

⇒個別支援計画は児童発達支援管理責任者が作成すること。 

⇒個別支援計画の作成に当たっては、児童発達支援管理責任者は担当者等を招集して会議

を開催し、原案について意見を求めること。会議の記録も残すこと。 

 ⇒個別支援計画の作成に当たっては、保護者に対し個別支援計画について説明し文書によ

り同意を得ること。 

 ⇒個別支援計画を保護者に交付すること。 

 ⇒少なくとも 6か月に 1回以上は個別支援計画の見直しを行い、必要に応じて、個別支援

計画の変更を行うこと。 

・「運営規程」 

 ⇒重要事項説明書の記載内容と異なるため、整合させること。 



・「非常災害対策」 

⇒非常災害に対する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備

し、従業者に周知すること。 

⇒定期的に避難訓練等を行うこと。（児童福祉施設では、避難及び消火に関する訓練を少な

くとも毎月 1回行うこと） 

・「掲示」 

⇒事業所の見やすいところに、運営規定の概要、従業者の勤務体制、その他保護者のサービ

ス選択に資する重要事項を掲示すること。 

・「秘密保持」 

⇒利用者及びその家族に関する情報を提供するときは、あらかじめ文書により同意を得てお

くこと。 

＜給付費の算定及び取扱い＞ 

・「各種加算」 

○欠席時対応加算（通所） 

⇒児童の状況や相談援助の具体的な内容を記録すること。 

⇒利用を中止した日の前々日、前日、当日に中止の連絡があった場合に算定すること。 

○福祉専門職員配置等加算（通所） 

⇒福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）について、保育士として常勤で配置されている従業者が社

会福祉士等の資格を持っているとして加算を算定していた。算定しないこと。 

○関係機関連携加算（通所） 

⇒個別支援計画に関する会議を開催した場合に算定すること。他の機関が主催した会議に出

席した場合には算定しないこと。 

○家庭連携加算（通所） 

⇒他の通所支援事業所を訪問し情報交換を行った場合に算定していた。算定しないこと。 

○入院・外泊時加算（入所） 

⇒支援を行った場合は、支援の内容を記録すること。 

●市町村との合同実施について 

障害児通所支援事業所及び障害児入所施設への実地指導については、平成３０年度から

市町村と県が合同で実施する体制を構築し、平成３０年度は試験的に松江市と合同実施を

行った。３１年度については、各市町村に合同実施の意向調査を行った後、松江市以外の

県内市町村に所在する事業所等に対し各市町村と合同実施を行う予定としている。 

該当の事業所へは個別に通知するのでご承知おきいただきたい。 



者 児 主な指導内容

第２　人員に関する基準 6 ・基準上必要な従業者が配置されていなかった。

第３　設備に関する基準

第４　運営に関する基準

1 内容及び手続の説明及び同意 45
・重要事項説明書に第三者評価の実施状況について記載すること。
・重要事項説明書に記載すべき事項が漏れている（通常の事業の実施区域、
緊急時の対応、虐待防止の措置、勤務体制、事故発生時の対応等）

2 契約支給量（契約内容）の報告等 4
・サービス利用に係る契約をしたときは、通所受給者証記載事項その他の必
要な事項を市に報告すること。

3 提供拒否の禁止

4 連絡調整（要請）に対する協力・あっせん調整

5 サービス提供困難時の対応

6 受給資格の確認

7 介護(訓練等)給付費等の支給(決定)の申請に係る援助

8 心身の状況等の把握

9 指定障害福祉サービス事業者等との連携等

10 身分を証する書類の携行

11 サービスの提供の記録 6
・提供したサービスの内容を適切に記録すること。
・サービス提供したことを保護者に日々確認してもらうこと。

12 利用定員

13 開始及び終了(入退居)・居住地変更への対応

14 入退所(居)の記録の記載等

15 指定事業者が支給決定障害者等に求めることのできる金銭の支払の範囲等

16 利用者負担額等の受領 1 ・行事費用についても領収書を交付すること。

17 利用者負担額に係る管理

18 給付費等の額に係る通知等 4
・法定代理受領により市町村から給付費の支給を受けた場合には、保護者に
対し給付費の額を通知すること。

19 取扱方針

20 計画の作成（書類の交付） 21

・個別支援計画を作成すること。（通所支援計画等未作成減算で過誤調整案
件）
・個別支援計画は児童発達支援管理責任者が作成すること。
・6か月に1回以上は個別支援計画の見直しを行うこと。
・個別支援計画作成にあたっては、担当者等を招集して会議を開催し原案に
ついて意見を求めること。
・個別支援計画の作成にあたって、保護者に対し説明し文書により同意を得
ること。
・保護者に個別支援計画を交付すること。

21 サービス提供(児童発達支援管理)責任者の責務

22 管理者の責務（管理者による管理等）

23 同居家族に対するサービス提供の禁止

24 （その他の）サービスの提供

25 検討等

26 相談及び援助

27 （機能）訓練・指導等

28 雇用契約の締結等

29 看護・介護・家事等

30 生産活動・就労

31 工賃の支払・賃金

32 実習の実施

33 求職活動の支援等

34 職場への定着のための支援

項  目



35 就職状況の報告

36 利用者及び従業者以外の者の雇用

37 社会生活上の便宜の供与等

38 地域生活移行のための支援

39 食　事

40 実施主体

41 事業所の体制・支援体制の確保

42 障害福祉サービスの提供に係る基準

43 健康管理

44 緊急時等の対応

45 入院期間中の取扱い

46 支給決定障害者等に関する市町村への通知

47 運営規程 10
・重要事項説明書の記載内容と異なるため改めること。
・営業時間について運営規程の記載内容と実態が異なっているので改めるこ
と。

48 介護等の総合的な提供

49 勤務体制の確保等

50 定員の遵守

51 非常災害対策 6

・非常災害に関する具体的計画を策定し、従業者に周知すること。
・定期的な避難訓練等を行うこと。
・児童福祉施設では、避難及び消火に関する訓練を少なくとも毎月1回行うこ
と。

52 設備及び備品等

53 衛生管理等

54 協力医療機関等 3
・協力医療機関の更新がされていないので更新すること。
・協力医療機関を定めること。

55 掲　示 3
・事業所の見やすいところに、運営規程の概要、従業者の勤務体制、その他
保護者のサービス選択に資する重要事項を掲示すること。

56 秘密保持等 2

・職員の秘密保持の措置として、退職後の記述が就業規則と誓約書で異なる
ため改めること。
・利用者及びその家族に関する情報を提供するときは、あらかじめ文書により
同意を得ておくこと。

57 情報の提供等（広告）

58 利益供与(収受)等の禁止

59 苦情解決 2
・事業所の見やすい場所に苦情処理体制を掲示して、意見箱等を設置するこ
と。

60 事故発生時の対応

61 会計の区分

62 身体拘束等の禁止

63 地域との連携等（関係機関との連絡調整）

64 記録の整備

65 経過措置・特例

66 虐待の禁止

67 懲戒に係る権限の乱用禁止

68 障害児に係る給付金の金銭管理



69 障害福祉サービスの体験的利用支援

70 体験的な宿泊支援

71 その他（　　　　　　　）

72 その他（　　　　　　　）

第５　多機能型（一体型）に関する特例

第６　変更の届出等 2
・営業日、通常の事業の実施地域、事業所の所在地、児発管の変更があった
場合に、届出がされていない。

第７　給付費の算定及び取扱い

1 基本事項

2 ○○サービス費・○○給付費

3 各種加算 35

・欠席時対応加算について、児童の状況や相談援助の具体的な内容を記録
すること。また、前々日、前日、当日に中止の連絡があった場合に算定するこ
と。
・入院・外泊時加算について、支援を行った場合は内容を記録すること。
・福祉専門職員配置等加算（入所）について、児童指導員の資格がない職員
が社会福祉士等の資格を持っているとして算定していた。算定しないこと。
・福祉専門職員配置加算（Ⅱ）について、保育士として配置している職員が社
会福祉士等の資格を持っているとして算定していた。算定しないこと。
・関係機関連携加算について、会議を開催した場合に算定すること。
・家庭連携加算について、他の通所支援事業所を訪問し情報交換を行った場
合に算定しないこと。

第８　その他

1 その他（　　　　　　　　　　　　　　）

2 その他（　　　　　　　　　　　　　　）

3 その他（　　　　　　　　　　　　　　）

4 その他（　　　　　　　　　　　　　　）

5 その他（　　　　　　　　　　　　　　）

6 その他（　　　　　　　　　　　　　　）


